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「自治体における小型家電リサイクルに関する先進的取組事例」募集要領 

 

                             平成２３年５月 

                                     情通課環境リサイクル室 

リサイクル推進課 

 

１．目的 

 ○ 使用済み小型家電（家電リサイクル法の家電４品目を除く家電製品、以下「小

電」という。）等には、金、銀を始めとする貴金属やレアメタルなどの金属が含有

されており、資源の有効利用の観点から、回収・リサイクルを促進することは重

要です。 

 ○ しかしながら、小電等の多くは、自治体で破砕又は焼却後埋め立てられており、

鉄やアルミ以外の金属の大部分は廃棄されているものと考えられています。 

 ○ 一方、一部の自治体においては、使用済み小電等の常設回収ステーション（ボ

ックス）の設置や、不燃ゴミ等の中から小電等を選別・収集（いわゆるピックア

ップ）すること等により、貴金属やレアメタルを回収・リサイクルしている先進

的な取組事例が見受けられます。 

 ○ こうした取組を先進的取組事例集として取りまとめ、広く自治体等に紹介する

ことにより、小電の回収・リサイクルの促進を図ります。 

 

２．実施主体 

  経済産業省 

 

３．募集対象 

  自治体が、小電等の常設回収ステーション（ボックス）の設置や、不燃ゴミ・粗

大ゴミ等の中から小電等を選別・収集（いわゆるピックアップ）することなどによ

り、小電のみを確保し（若しくは小電を含んだ状態で）、国内で貴金属やレアメタ

ルを回収・リサイクルしている、若しくは予定している取組（リサイクラー等への

委託処理を含む）であって、今後自立的に継続する可能性のあるもの（事業の補助

等を受けている場合は、当該補助等がなくなっても継続する可能性のあるもの）を

募集対象とします。 

  なお、自治体が小電を事業者に売却している場合にあっては、小電本体を中古輸

出業者に売却している場合（その可能性のある場合を含む）や、売却先のリサイク

ラー等が小電の解体・破砕後に不適正処理をしている疑いがある場合は対象から除

かせていただきます。 

→自治体の売却先（リサイクラー等）が国内で貴金属やレアメタルのリサイクルを

していることが明らか（公表可能）である場合を募集対象とします。 

※小電解体・粉砕後の部品・部位が全て国内でリサイクルされている必要はあ

りませんが、最低限電子基盤（電子基板を破砕したミックスメタルを含む）

が国内でリサイクルされていることが必要です。 
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４．募集期間 

  平成２３年５月２３日（月）～平成２３年６月２２日（水） 

 

５．応募方法 

  自治体を管轄している地方経済産業局のリサイクル担当課に、電話、ＦＡＸ等で

応募してください（別紙を参照のこと）。 

 

６．応募後の対応   

  地方経済産業局リサイクル担当課又は本省情報通信機器課環境リサイクル室に

おいて、応募のあった自治体から下記の項目について直接ヒアリングさせていただ

き、３．の募集対象に該当しうるかどうかを確認させていただきます。 

  また、先進的取組事例集にどの程度まで公表してよいかについてもご相談させて

いただきます（リサイクラーが解体・破砕・選別処理した部品・部位等の売却・処

理の取引額は公表しない予定）。 

 ○調査項目（例） 

  ・一般廃棄物の全体処理量（ トン／月） 

  ・分別区分（小電、金属、不燃、可燃、粗大など） 

  ・小電を分別・収集する方法（例：不燃ゴミから分別・収集） 

  ・小電の回収量（ トン／月）（どの品目が多いか） 

  ・小電を分別・収集するようになったきっかけ 

  ・小電を分別・収集したことによるメリット（定量的、定性的） 

  ・処理委託若しくは有価売却しているリサイクラー名 

  ・リサイクラーの事業概要 

  ・自治体とリサイクラーの取引額（有償 or 逆有償  円／ｋｇ） 

  ・リサイクラーでの解体・破砕・選別処理の内容 

  ・リサイクラーが解体・破砕・選別処理した部品・部位等の売却・処理先 

（部品・部位別に、特に国内か海外か） 

  ・リサイクラーが解体・破砕・選別処理した部品・部位等の売却・処理の取引額 

（売却 or 処理費  円／ｋｇ） 

  ・リサイクラーが有価買取している場合は、それが可能となっている理由  

 

７．問い合わせ先 

ご不明の点は、地方経済産業局リサイクル担当課又は本省情報通信機器課環境リ

サイクル室（電話０３－３５０１－６９４４）にお問い合わせ下さい。 
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＜参考＞各地方経済産業局のお問い合わせ先 

担当エリア 担当部課 ＴＥＬ ＦＡＸ 所在地

北海道
北海道経済産業局
資源エネルギー環境部
環境・リサイクル課

011-709-1754 011-726-7474
０６０－０８０８
札幌市北区北八条西２－１－１
札幌第１合同庁舎

青森県
秋田県
岩手県
山形県
宮城県
福島県

東北経済産業局
資源エネルギー環境部
循環型産業振興課

022-221-4930 022-213-0757
９８０－８４０３
仙台市青葉区本町３－３－１
仙台合同庁舎

群馬県
栃木県
茨城県
埼玉県
東京都
千葉県
神奈川県
新潟県
長野県
山梨県
静岡県

関東経済産業局
資源エネルギー環境部
環境・リサイクル課

048-600-0293 048-601-1290
３３０－９７１５
さいたま市中央区新都心１－１
合同庁舎１号館

石川県
富山県
岐阜県
愛知県
三重県

中部経済産業局
資源エネルギー環境部
環境・リサイクル課

052-951-2768 052-951-2568
４６０－８５１０
名古屋市中区三の丸２－５－２

福井県
滋賀県
京都府
奈良県
大阪府
和歌山県
兵庫県

近畿経済産業局
資源エネルギー環境部
環境・リサイクル課

06-6966-6018 06-6966-6081
５４０－８５２５
大阪市中央区大手前１－５－４４
大阪合同庁舎１号館

鳥取県
島根県
岡山県
広島県
山口県

中国経済産業局
資源エネルギー環境部
環境・リサイクル課

082-224-5676 082-224-5747
７３０－８５３１
広島市中区上八丁堀６－３０
広島合同庁舎２号館

香川県
徳島県
愛媛県
高知県

四国経済産業局
資源エネルギー環境部
環境・リサイクル課

087-811-8534 087-811-8559
７６０－８５１２
高松市サンポート３－３３
高松サンポート合同庁舎

福岡県
佐賀県
長崎県
大分県
熊本県
宮崎県
鹿児島県

九州経済産業局
資源エネルギー環境部
リサイクル推進課

092-482-5471 092-482-5554
８１２－８５４６
福岡市博多駅東２－１１－１
福岡合同庁舎

沖縄県
内閣府沖縄総合事務局
経済産業部
環境資源課

098-866-1757 098-860-3710
９００－０００６
那覇市おもろまち２－１－１
那覇第２地方合同庁舎２号館  


